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本日お話したい内容

１． 子供たちを取り巻く社会の現状

２． 幼児教育の意義

３． 幼児期及び幼小接続期の教育について

４． ３要領・指針の改訂について

５． 幼稚園教諭等の養成・採用・研修について
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１． 子供たちを取り巻く社会の現状
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１． 子供たちを取り巻く社会の現状
①人口減少と労働生産性
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【出典】1920年～2020年：総務省統計局「人口推計」、2025年～2070年：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」をもとに作成

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
 1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1920 1925 1930 1935 19401945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 19952000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口）

◆国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、2040年には年少人口が1,142万人、生産年齢人口が
6,213万人まで減少し、我が国の総人口の三分の一以上が65歳以上となる。

（千人）

1,142万人
（10.1%）

3,929万人
（34.8%）

6,213万人
（55.1%）

推計値

3,603万人
（28.6%）

7,509万人
（59.5%）

1,503万人
（11.9%）

人口の推移と将来推計
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【出典】OECD「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」をもとに作成

OECD加盟国の生産年齢人口の将来予測

◆ OECDの予測では、2060年には日本の生産年齢人口が51.1％にまで減少し、OECD加盟国中最下位になる。
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（ドル）

【出典】公益財団法人日本生産性本部「労働生産性の国際比較2023」をもとに作成
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（計算式）
労働生産性＝GDP（付加価値）／就業者数（または就業者数×労働時間）

OECD加盟諸国の一人当たり労働生産性（2022年）

◆ 2022年の日本の就業者一人当たりの労働生産性は85,329ドルであり、OECD加盟38か国中31位、
米国の約54％にとどまっている。
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【出典】World Bank「World Development Indicators」、OECD「The Long Game: Fiscal Outlooks to 2060 Underline Need for Structural Reform」をもとに作成
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◆ 世界のGDPに占める日本の割合は2020年時点で約５％であり、中国や米国と比べて大幅に低く、将来的にも
低下することが見込まれる。
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学力の世界トップレベルへの上昇 

企業間の新陳代謝効果の倍増

研究開発投資対GDP１％ポイント上昇

60歳以上男女の就労率5％ポイント上昇

25～44歳女性の就労率5％ポイント上昇

法人税率10％ポイント引き下げ 

環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定

農林水産業のTFP上昇率の米国並みへの向上

外国人就業者の増加率倍増

対内直接投資（外資系企業ストックの倍増）

社会保障負担・給付の拡大

人口減少による集積の経済効果の低下

原発ゼロ

ḱ ṇ ךּ

（出典）森川正之 経済産業研究所（RIETI)・副所⻑ 「経済成⻑政策の定量的効果について：既存研究に基づく概観」(2015.2) 
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/15p001.html

０．６０

０．３～０．４
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צּ ךּ צּ ךּ

０．６０

（出典）我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）（令和４年５月１０日）参考データ集
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１． 子供たちを取り巻く社会の現状
②産業構造や働き方の変化

10



新時代を迎えたAI
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【出典】日本経済新聞「中途採用比率、最高37% 7年で2倍に今年度、本社調査 日本型雇用に変革迫る
（2023年4月20日 2:00）
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【出典】田中博秀『現代雇用論』日本労働協会、1980年、378頁・小熊英二『日本社会のしくみ 雇用・教育・福
祉の歴史社会学』講談社現代新書、2019年、103頁をもとに作成

労働市場の流動化

◆ ジョブ型雇用（※）が増加し、労働市場は流動化。
◆ 中途採用の割合は増加傾向にある。
（※）企業が人材を採用する際に職務内容を明確に定義して雇用契約を結び、労働時間ではなく職務や役割で評価する雇用システムのこと。日本型のメンバーシップ型雇用は

 労働時間や職務内容を明確な形では定義せず、「人に仕事をつける」仕組である一方、ジョブ型雇用は「仕事に人をつける」制度とも言われる。
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2023年新入社員「今の会社であと何年ぐらい働くと思いますか？」

10年以内
約50%

【出典】マイナビ転職 キャリアトレンド研究所 （mynavi.jp 2023/08/21）
「新入社員の意識調査（2023年）」
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産業構造と社会の変化
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１． 子供たちを取り巻く社会の現状
③多様な背景をもつ人の顕在化
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※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。
外国人を含む日本に３か月以上にわたって住んでいる、または住むことになっている総人口から、日本人人口を減じた数を外国人人口とした。

◆国立社会保障・人口問題研究所の予測では、2048年に生産年齢人口における外国人割合が10％を超え、2067年に総人口におけ
る外国人人口が10%を超える。

（千人）

外国人人口の将来推計
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8,059万人
（89.8%）

外国人人口が
10%を超える

(915万)

1億2,063万人
（97.4%）

321万人
（2.6%）

2
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総人口が９千万人を
下回る(8,974万人)

総人口が１億人を
下回る(9,965万人)

1億2,384万人

生産年齢人口における
外国人割合が10%を

超える(568万人)

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」をもとに作成 16
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幼 稚 園

外国人幼児数
（A）

当該幼児が
在園している園数

（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している

園の割合

１園あたりの人数
（A/B)

公立幼稚園 1,775人 606園 24.3% 2.9人/園

私立幼稚園 5,896人 1,282園 23.3% 4.6人/園

幼稚園全体 7,671人 1,888園 23.6% 4.1人/園

幼保連携型認定こども園

外国人幼児数
（A）

当該幼児が
在園している園数

（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している

園の割合

１園あたりの人数
（A/B)

公立幼保連携型認定こども園 892人 250園 26.5% 3.6人/園

私立幼保連携型認定こども園 3,426人 1,087園 19.0% 3.2人/園

幼保連携型認定こども園全体 4,318人 1,337園 20.0% 3.2人/園

〇外国人幼児等の数の推移（令和元年度 → 令和５年度）

令和元年度 令和5年度

幼稚園 7,188人 7,671人

幼保連携型認定こども園 3,522人 4,318人

合計 10,710人 11,989人

〇外国人幼児等の数（令和５年５月１日時点）

幼児教育実態調査
（文部科学省実施）

外国人幼児等の数は、
1,279人増加

※幼稚園全体（外国人幼児等を含まない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立0.7人／園、私立1.1人／園、全体1.0人／園

※幼保連携型認定こども園全体（外国人幼児等を含まない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立0.9人／園、私立0.6人／園、全体0.6人／園
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特別支援学校等の児童生徒の増加の状況(H26→R6)
○ 直近１０年間で義務教育段階の児童生徒数は１割減少する一方で、特別支援教育を受ける児童生徒数は倍増。

○ 特に、特別支援学級の在籍者数（２．１倍）、通級による指導の利用者数（２．４倍）の増加が顕著。

視覚障害 聴覚障害 知的障害
肢体不自由 病弱・身体虚弱

特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数

知的障害 肢体不自由
身体虚弱 弱視 難聴
言語障害 自閉症・情緒障害

小 学 校 ・ 中 学 校

通常の学級（通級による指導）(注)

言語障害 自閉症 情緒障害 弱視 難聴
学習障害 注意欠陥多動性障害
肢体不自由 病弱・身体虚弱

６.９万人
０.７％

１８.７万人
１.８％

８.４万人
０.８％

１,０１９万人
９２７万人

８.７万人
０.９％

３９.５万人
４.３％

２０.１万人
２.１％

３４.０万人
３.３％

６８.０万人
７.３％

特別支援教育を受ける児童生徒数

特別支援学級

（平成26年度） （令和6年度）

（注）通級による指導を受ける児童生徒数（20.1万人）は、最新の調査結果である令和5年度通年（国公私立）の値を用いている。
なお、平成26年度の通級による指導を受けている児童生徒数（8.4万人）は、5月1日時点（公立のみ）の値。

※矢印内の数値は、令和6年度（通級による指導については令和5年度）の児童生徒数を平成26年度の児童生徒数で除し、小数第１位未満を四捨五入したもの。 19



幼 稚 園

※ 「障害のある幼児等」は園の認識において判断した数を指しており、必ずしも診断や手帳を有しているものではない。

障害のある幼児数
（A）

当該幼児が
在園している園数

（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している

園の割合

１園あたりの人数
（A/B)

公立幼稚園 14,522人 2,033園 81.5% 7.1人/園

私立幼稚園 31,529人 4,139園 75.1% 7.6人/園

幼稚園全体 46,051人 6,172園 77.1% 7.5人/園

幼保連携型認定こども園

障害のある幼児数
（A）

当該幼児が
在園している園数

（B)

全園のうち、当該幼児が
１人でも在園している

園の割合

１園あたりの人数
（A/B)

公立幼保連携型認定こども園 8,336人 827園 87.5% 10.1人/園

私立幼保連携型認定こども園 29,136人 4,509園 78.7% 6.5人/園

幼保連携型認定こども園全体 37,472人 5,336園 80.0% 7.0人/園

〇障害のある幼児等の数の推移（令和３年度 → 令和５年度）

令和3年度 令和5年度

幼稚園 56,401人 46,051人

幼保連携型認定こども園 24,600人 37,472人

合計 81,001人 83,523人

טּ

〇障害のある幼児等の数（令和５年５月１日時点）

幼児教育実態調査
（文部科学省実施）

障害のある幼児等の数は、
2,522人増加

※幼稚園全体（障害のある幼児を含まない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立5.8人／園、私立5.7人／園、全体5.8人／園

※幼保連携型認定こども園全体（障害のある幼児を含まない幼稚園を含む）を母数とする場合は、公立8.8人／園、私立5.1人／園、全体5.6人／園
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「児童生徒の問題行動・不登校等調査」（文部科学省）平成29年度、令和２年度、令和５年度調査結果を基に作成

小学校１・２年生の不登校数は７年間で約５倍
※「児童生徒の問題行動・不登校等調査」（文部科学省）平成29年度と令和５年度の調査結果を基に算出。
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家にある本の冊数が
少なく学力の低い
傾向が見られる子供

12.5人
(35.6％)

特異な才能の
ある子供

0.8人
(2.3％)

日本語を家で
あまり話さない子供

1.0人
(2.9％)

学習面又は行動面で
著しい困難を示す子供

3.6人
(10.4％)

不登校

0.7人
(2.1％)

不登校
傾向

4.1人
(11.8％)

【出典】内閣府 総合科学技術・イノベーション会議『Society5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ』をベースに更新
※１ 日本には定義がないため、IQ130以上を仮定し、 知能指数のベルカーブの正規分布を元に算出。子供の吹き出しは、文部科学省 

特定分野に特異な才能のある児童生徒に対する学校における指導・支援の在り方等に関する有識者会議アンケートを参考に編集。 
※２ 文部科学省「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果（令和４年）」

        ※３ 文部科学省「令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」
 ※４ 日本財団「不登校傾向にある子どもの実態調査（2018年1２月）」
※５ 文部科学省・国立教育政策研究所「令和６年度全国学力・学習状況調査」
※６ 文部科学省・国立教育政策研究所「令和３年度全国学力・学習状況調査」

小学校35人学級における多様性

※１

※２

※３
※４

※５

※６
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２． 幼児教育の意義
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幼児教育は何のため？（約2分）

✓幼児期の大切な学びが分かる動画

（文部科学省Youtubeチャンネル）    

https://youtu.be/MExUaZ6M3G0

幼児教育は何のためにある／やるのか？

24
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幼児教育は何のためにある／やるのか？
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幼児教育への投資の効果

○ 教育の効果は、受けた本人だけでなく、社会に対しても効果が大きい。
○ 質の高い幼児教育プログラムへの参加は、将来の所得の向上や生活保護受給率の低下等につ
ながる。

20%

7%

45%

15%

41%

29%

65%

49%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生活保護非受給率

月収$2,000以上

高校卒業

14歳での基本的な到達

質の高い幼児教育の介入実

験を実施したグループ

未実施のグループ
生活保護非受給率

出典： Heckman and Masterov (2007) “The Productivity Argument for Investing in Young Children”
※  1960年代のアメリカ・ミシガン州において、低所得層アフリカ系アメリカ人３歳児で、学校教育上の「リスクが高い」と判定された子供を対
象に、一部に質の高い幼児教育を提供し、その後約40年にわたり追跡調査を実施しているもの。（ペリー就学前計画） 26



「幼児教育の拡充が少年期の非行等を抑制

‐1960年代の幼児教育改革がもたらした⻑期的影響を検証‐」

• 2025年３月31日付でJournal of Public 
Economics 誌で発表。東京大学、立教大学、専修大学の
研究グループが明らかにしたもの。

• 本研究では、1960年代に日本全国で進められた就学前
教育の拡充を対象に、就園率が大幅に上昇した県（青線）
と、変化が小さかった県（緑線）を比較。

• 幼児教育の拡充が少年期の暴力犯罪等の減少に寄与し
ていることを確認。

• 幼児教育が学力向上にとどまらず、成⻑後の行動にも影響
を与えることを示唆。

（出典）東京大学, “幼児教育の拡充が少年期の非行と10代の妊娠を抑制”, 東京大学公式ウェブサイト, (2025年4月25日取得, https://www.u-tokyo.ac.jp/content/400262422.pdf）
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幼児期及び幼小の接続期の教育について
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「遊びは学び」ってどういうこと？（約7分）

（文部科学省Youtubeチャンネル）    

https://www.youtube.com/watch?v

=UxfAl3XWfGo

遊びは学び 学びは遊び
“やってみたいが学びの芽”

～「やってみたい」から始まる学びの芽（知識・技能や思考力等の基礎、学びに向かう力）の育成～

29
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・ 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、全ての子供に等
しく機会を与えて育成していくことが必要。

・ 幼児期は遊びを通して小学校以降の学習の基盤となる芽生えを培う時期であり、小学校
においてはその芽生えを更に伸ばしていくことが必要。そのためには、幼児教育と小学校教育を
円滑に接続することが重要。

・ 一方、幼児教育と小学校教育は、他の学校段階等間の接続に比して様々な違いを有してお
り、円滑な接続を図ることは容易でないため、５歳児から小学校１年生の２年間を「架け橋
期」と称して焦点を当て、０歳から18歳までの学びの連続性に配慮しつつ、「架け橋期」の教
育の充実を図り、生涯にわたる学びや生活の基盤をつくることが重要。

架け橋期のカリキュラムの作成及び評価の工夫によるPDCAサイクルの確立

・ 幼保小が協働して、３要領・指針において幼児期の資質・能力が具体的に現れる姿として定
められている「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」等を手掛かりとしながら、架け橋期のカリ
キュラム※を作成。小学校１年生の修了時期を中心に共に振り返って、架け橋期の教育目標や
日々の教育活動を評価し、幼保小それぞれの教育を充実

※幼保小が協働して、期待する子供像や育みたい資質・能力、園で展開される活動や小学校の生活科を中心とした各教科等の単元構成等を明確化したもの

中央教育審議会初等中等教育分科会 幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会
（令和５年２月）

学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について ～幼保小の協働による架け橋期の教育の充実～
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「幼保小の架け橋プログラム」について

架け橋期（５歳児から小学校１年生までの２年間）の教育の充実を図るため、0歳

から18歳の発達や学びの連続性を踏まえ、地域の幼児教育と小学校教育の関係者が

連携・協働し、架け橋期のカリキュラムの作成・実施・評価・改善を通して、カリキュラム・

教育方法の充実・改善を促進し、域内の全ての子供に学びや生活の基盤を育むことを

目指す取組。

※R4～6に19自治体でモデル事業を実施。R7から補助事業化し、R8は全国120の自治体で実施。

幼児教育施設（幼稚園、保育所、認定こども園）と小学校の教職員が、相互の

教育内容や教育方法の充実を図るため、共通の教育的視点を基に、協働して作成

する架け橋期(5歳児から小学校1年生までの2年間)のカリキュラム。

幼保小の架け橋プログラム

ṇố

ṇố

ᾴϹᶡ1 −

ᾴϹᶡ2 −

ṇố

教育の

連続性・一貫性

の確保

架け橋期

…
 

 
…

架け橋期のカリキュラム

“架け橋期のカリキュラム”

のイメージ
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άϦϘπ άϦΤϣ

目的 小学校への順応 学びの連続

内容 交流活動
カリキュラム

編成

期間 数か月 ２年

実施単位 施設単位 地域単位
⅝
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※幼保小の架け橋プログラム事業の採択自治体（６道県13市町）の道県においては、
道県の回答及び連携市町からの回答を「採択自治体」として集計している。

【改善された小学校の課題（令和６年度）】

81.3%

84.4%

59.4%

53.1%

12.5%

12.5%

0.0%

25.5%

56.7%

15.6%

12.0%

5.5%

3.4%

2.6%

主体性を発揮する児童の姿の増加

円滑な学級経営（学校生活）のスター

ト

友達と協働的に関わる児童の姿の増加

登校渋りの児童の減少

児童同士のトラブルの軽減

保護者からの苦情の軽減

児童の学力向上

本事業の採択自治体（32）

その他の自治体（616）

幼保小の架け橋プログラムの成果
（幼保小の架け橋プログラム事業におけるアンケート調査結果より）

Q．幼保小の接続に取り組んでいる中で、改善された小学校（学級）の課題があれば、
当てはまるものを選択してください。（当てはまるものを全て選択）

出典：幼保小の架け橋プログラムのモデル地域における成果に係る調査研究 33



12.9 

8.3 

45.3 

38.8 

27.1 

30.6 

11.2 

15.4 

2.3 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

令和４年度

ṕ Ṗ

とても変化があった やや変化があった

どちらともいえない あまり変化がなかった

17.3 

9.7 

52.5 

48.5 

19.6 

23.4 

8.5 

14.5 

1.5 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

令和４年度

ṕ Ṗ

とても変化があった やや変化があった

どちらともいえない あまり変化がなかった

20.3 

13.7 

57.6 

55.2 

16.9 

21.0 

4.4 

9.0 

0.6 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

令和４年度

ṕ Ṗ

とても変化があった やや変化があった

どちらともいえない あまり変化がなかった

12.4 

6.6 

53.3 

47.9 

26.8 

35.3 

7.1 

9.7 

0.4 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

令和４年度

ṕ Ṗ

とても変化があった やや変化があった

どちらともいえない あまり変化がなかった

ṕ Ṗ ḱ 、児童の幼児教育施設での経験
を意識し、 קּ לּ כֿ ḱ קּ כֿךּ ︡ 、 צּ ︡ קּ

など、幼児教育の考え方を参考にした指導への変化を回答する割合が増えた。

ṕ Ṗ 幼児教育施設においては、小学校教育を見通し、 ︣
や、小学校進学への 、 צּ קּ לּ קּ

。など、小学校の生活や学びへの接続に向けた指導への変化を回答する割合が増えたוֹפּ

Q．今年度の幼保小の接続の取組を通して、貴園・貴校の ／ご自身の
はありましたか。

出典：幼保小の架け橋プログラムのモデル地域における成果に係る調査研究（令和６年７月現在速報値）34



OECD幼児教育・保育白書第８部（Starting Strong VIII）
「幼児教育・保育への投資による不平等の是正（2025年１月）」

◆幼保小の接続について 〇 社会的不平等を軽減し、幼児教育・保育のメリットが長期にわ

たって持続するようにするには、子どもと親のための他の社会サー

ビスや保健サービスとの連携、賢明な資金調達とガバナンスなど、

部門横断的なアプローチが必要。

〇 その一つとして、幼児教育・保育とその後の学校の様々な段階

における接続を改善することが、教育的アプローチの継続性をサ

ポートし、それを子どもの年齢に適応させるためにも、必要である。

〇 例えば、日本では幼児教育と小学校教育の円滑な接続の改

善を図るための「幼保小の架け橋プログラム」が実施され、このプ

ログラムに参加した地域からは、小学校において、子どもたちの幼

児教育での経験を意識し、遊びや生活経験とのつながりを意識し

た指導をするようになった、と報告されている。また、登校渋りの児

童の減少といった報告もされている。
35



小学校

保育所 幼稚園 幼稚園 認定こども園

進学
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◆ כֿ ḱ ḭ צּ פּ ףּ ḭ幼児教育センター
の設置はなく、カリキュラムを開発するための会議等も実施していない。そこで、ễ ṡ

Ṣ ḭבֿ ︣ ṡ וֹ Ṣ 。
（滋賀県）

◆ 小学校初任者研修では「園・所における保育体験」として、 ḭ ḱ
ḱ כֿ ךּףּ ことで、「遊びは学び」という乳幼児期の教育・保育の基本לּ

的な考え方を理解するとともに、 ḱ וֹףּ ︡ḭ
וֹףּ בֿ 。（広島県）

◆ 各市町の教育委員会と保育主管課の連携を図るために「市町保幼小連携担当者研修会」を開催し、
צּ し、各市町における架け橋期のカリキュラム作成・実践

・検証・改善に関する取組を協働して考える場を設ける。（山口県）

◆ カリキュラム開発会議の委員として、モデル地域の ḱ ḭ כֿ ḭ
צּ כֿ ḭ וֹףּ ḭנּ ḱ 。（

高知県）

◆ ḱ ḱ ḱ
し、連携・接続主任研修会の実施する。（令和６年度実施予定）（京都府京都市）

幼保小の架け橋プログラムにおける取組を契機として、教育委員会が有する学校教育の専門的知見を生かし

ながら、私立幼稚園・保育所・認定こども園などへも積極的に関与することで、設置者や施設類型を問わず、

幼児期及び幼保小接続期の質的向上に向けた取組を一体的に推進していくことが重要である。

וֹ וֹףּ

※幼保小の架け橋プログラム事業の採択自治体の報告書より
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◆ 幼保小の先生からは、教育観や指導観が大きく変化したとの声がたくさんあがっている。具体的には、
遊びや学習の中で「子供にこれまでの経験を尋ねる」「子供の思いを聞く」「子供に任せて待つ」など子
供主体の保育や授業を意識した援助がたくさん見られるようになった。（高知県）

◆ 小学校の先生の変容として、子供たちの主体的な学びのために本当に必要な支援とは何かを考え、授業
において発問の精選をするようになった。また、他教科や前時とのつながりだけでなく、日常の子供たち
の関わりの中で得られた気付きや感じたことを大切にして、遊びや生活経験を生かした授業づくりを心が
けるようになった。（広島県）

◆ 小学校において「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を意識した授業を展開することで、幼児期の
学びに積み重ねていく意識や子供への言葉かけの変化や、すべてゼロから教えるのではなく「こういう時
、どうしてた？」「こういうの知ってる？」と子供たちに投げ掛けるようになった。（大阪府箕面市）

◆ 実践に当たり、幼児教育施設で実践しているドキュメンテーションを活用して学習過程を示すことによ
り、「面白かった、楽しかった」という振り返りが多くなりがちな子供も、「あの時は〇〇なことがあっ
て〇〇風にしたからうまくいった」などと自らの思考をたどり、具体的に振り返る姿が見られるように変
化してきた。（宮城県白石市）

◆ 登校しぶりや離席する子が少なくなり、子供の集中力や活動への関心・意欲の持続が伸びている。 (静
岡県袋井市)

◆ こども園と小学１年生との交流より、小学校進学に対する不安が解消されたり、「まねしたい」の気持
ちや言葉や文字などへの興味・関心が高まった。（福島県西会津町）

וֹ וֹףּ פּ
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幼児教育センター設置  道府県一覧

1 北海道

２ 青森県

３ 岩手県

４ 宮城県

５ 秋田県

６ 山形県

７ 福島県

８ 栃木県

９ 千葉県

10 神奈川県

11 新潟県

12 富山県

13 石川県

14 山梨県

15 ⻑野県

16 静岡県

17 愛知県

18 三重県

19 滋賀県

20 京都府

21 兵庫県

22 奈良県

23 鳥取県

自主財源でセンターを設置 ※２

39 群馬県

40 福井県

41 大阪府

42 和歌山県

青色：補助等によりセンターを設置
（今後設置予定も含む。）

黄色：自主財源でセンターを設置

1

7

11

8

12

40

14

15

17

41

23
24

18

20

2228

27
25

38

3

4

39

9
16

19

2

5

26

※１ R８申請団体とは、「幼児教育推進体制等を活用した
  幼保小の架け橋プログラム促進事業」申請団体を指す。

※２ R５幼児教育実態調査の結果より

※ 幼児教育センターを設置する市区町村数：97自治体
（R5幼児教育実態調査より）

24 島根県

25 岡山県

26 広島県

27 山口県

28 徳島県

29 香川県

30 愛媛県

31 高知県

32 佐賀県

33 ⻑崎県

34 熊本県

35 大分県

36 宮崎県

37 鹿児島県

38 沖縄県

29

30

31

32

33

35

34

36

Ｒ８申請団体 ※１

13

42

37

6

10

21

（令和８年４月現在）
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幼児教育センター設置前と比較した成果（R５年度時点）

都道府県

都道府県における幼児教育センター設置の成果として、市区町村に対する指導助言のほか、幼児教育
施設への助言・情報提供、幼稚園教諭や保育士等への研修機会の提供や相談業務、幼保小連携・接
続の推進などがあげられる。

N=36 

【幼児教育のデータ蓄積・活用に向けた調査研究事業】
各自治体の幼児教育センターの設置状況及び取組内容に関する調査研究アンケート調査（調査期間：R6.2.2~3.1）結果 より

77.8%

86.1%

63.9%

44.4%

61.1%

25.0%

55.6%

41.7%

28.6%

47.2%

52.8%

13.9%

11.1%

16.7%

8.3%

55.6%

22.2%

13.9%

30.6%

50.0%

30.6%

58.3%

38.9%

52.8%

48.6%

44.4%

27.8%

38.9%

25.0%

27.8%

16.7%

36.1%

2.8%

2.8%

2.8%

11.1%

5.6%

5.6%

17.1%

2.8%

11.1%

30.6%

33.3%

25.0%

47.2%

2.8%

2.8%

5.6%

8.3%

13.9%

11.1%

8.3%

2.8%

2.8%

2.8%

5.6%

5.7%

5.6%

2.8%

8.3%

16.7%

19.4%

19.4%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園教諭・保育士・保育教諭・小学校教諭等に対する研修機会の提供や相談業務

幼児教育施設に対する助言・情報提供

幼保小連携・接続の推進

幼児教育の内容・指導方法に関する調査研究や実態把握

幼保小連携・接続での小学校担当部局との連携・協働

特別な配慮を必要とする幼児への対応に関する支援

幼保小の架け橋プログラムの検討・推進

都道府県と市区町村間の連携体制の構築

地域の大学等の養成機関と連携

幼児教育アドバイザーに対する研修機会の提供…

教員育成指標・教員研修計画の作成

家庭・地域に対する幼児教育理解の普及

関係機関（保健所・子育て支援センター等）との連携・協働

幼児教育施設における自己評価、関係者評価、第三者評価への支援

外国人幼児等の受入れに関する支援

市区町村に対する指導助言

とてもあてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない 全くあてはまらない 実施していない
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幼児教育アドバイザー及び幼児教育担当指導主事の訪問頻度（R5年度）

都道府県

都道府県の幼児教育アドバイザー・幼児教育担当指導主事の多くは、公私・施設類型を超えて訪問
指導を行っている。

N=46 
【幼児教育のデータ蓄積・活用に向けた調査研究事業】
各自治体の幼児教育センターの設置状況及び取組内容に関する調査研究アンケート調査（調査期間：R6.2.2~3.1）結果 より

17.4%

13.0%

10.9%

15.2%

24.4%

15.2%

4.3%

2.2%

4.3%

2.2%

28.3%

4.3%

15.2%

13.0%

6.7%

10.9%

2.2%

8.7%

8.7%

8.7%

19.6%

21.7%

15.6%

10.9%

2.2%

6.5%

15.2%

28.3%

8.7%

21.7%

17.4%

20.0%

26.1%

2.2%

10.9%

23.9%

2.3%

2.2%

13.0%

32.6%

15.2%

13.0%

6.7%

13.0%

15.2%

21.7%

13.0%

4.5%

6.5%

15.2%

2.2%

26.1%

10.9%

13.0%

17.8%

15.2%

58.7%

39.1%

23.9%

81.8%

63.0%

60.9%

2.2%

6.5%

6.5%

6.5%

8.9%

8.7%

17.4%

17.4%

10.9%

11.4%

28.3%

21.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

国公立幼稚園

私立幼稚園

公立認定こども園

私立認定こども園

公立認可保育所

私立認可保育所

地域型保育事業

認可外保育施設

小学校

義務教育学校

中学校

特別支援学校

年に２５回以上 年に１３～２４回 年に７～１２回 年に３～６回 年に１～２回 全く訪問しなかった 訪問対象としていない
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幼児教育アドバイザー配置前と比較した成果（R5年度時点）

都道府県

都道府県の幼児教育アドバイザー配置後、園内外研修機会の確保・質の向上や教職員の資質の向上、
幼保小連携・接続の推進、市区町村取組の充実などが成果として実感されている。

N=38 

【幼児教育のデータ蓄積・活用に向けた調査研究事業】
各自治体の幼児教育センターの設置状況及び取組内容に関する調査研究アンケート調査（調査期間：R6.2.2~3.1）結果 より

60.5%

73.7%

52.6%

68.4%

42.1%

26.3%

15.8%

28.9%

13.2%

26.3%

13.2%

5.3%

36.8%

44.7%

21.1%

15.8%

34.2%

21.1%

42.1%

44.7%

34.2%

47.4%

18.4%

31.6%

34.2%

15.8%

31.6%

36.8%

7.9%

7.9%

2.6%

2.6%

7.9%

15.8%

31.6%

18.4%

31.6%

15.8%

28.9%

42.1%

7.9%

10.5%

2.6%

2.6%

2.6%

5.3%

7.9%

7.9%

2.6%

18.4%

7.9%

7.9%

7.9%

5.3%

2.6%

7.9%

2.6%

7.9%

5.3%

2.6%

5.3%

10.5%

2.6%

18.4%

18.4%

15.8%

28.9%

18.4%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

園外研修の機会の確保・質の向上

園内研修の機会の確保・質の向上

園長・校長等の管理職の資質向上

園長・校長等の管理職以外の教職員の資質向上

幼保小連携・接続の推進

幼保小の架け橋プログラムの検討・推進

５歳児から小学校１年生（架け橋期）の実態把握

特別な配慮を必要とする幼児への対応に関する支援

外国人幼児等の受入れに関する支援

管轄内の幼稚園・保育所・認定こども園等の教育・保育状況や経営方針の把握

家庭・地域に対する幼児教育理解の普及

関係機関（保健所・子育て支援センター等）との連携・協働

市区町村の幼児教育アドバイザーの資質向上

市区町村の取組の充実

とてもあてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない 全くあてはまらない 幼児教育アドバイザーの役割に該当しない
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幼児教育推進体制等を活用した
幼保小の架け橋プログラム促進事業

・ 幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、家庭や地域
の状況に関わらず、全ての子供が格差なく質の高い学びを享受でき、その後の学びへ
と接続できるよう、幼児期及び幼保小接続期の教育の充実を図ることが重要である。

・ 国においては、この趣旨を実現するため、モデル地域における「幼保小の架け橋プ
ログラム」の実践・成果検証を行ったところ、小学校入学当初の教師の指導方法が
変わり、子供の主体的な姿がより見られるようになってきているなどの成果が上がって
いる。

・ 一方で、全国的にみると幼保小の接続に関する取組は未だ不十分であり、設置者
や施設類型を問わず、各地域において幼保小の関係者が連携・協働し子供の発達
や学びの連続性を確保したカリキュラムの実施や教育方法の改善などが必要である。

現状・課題

グラフ等データ

幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を図るため、自治体における幼児教
育センター等の幼児教育推進体制等を活用した、架け橋期のコーディネーター等の
育成・派遣を推進すること等により、５歳児から小学校１年生までの架け橋期のカリ
キュラムの策定･実施・改善を行うための体制を構築し、全国規模で「幼保小の架け
橋プログラム」の更なる促進を図る。

事業内容

令和８年度予算額 4.6億円

（前年度予算額 5.3億円）

補助対象
経費

◆幼児教育アドバイザーや架け橋期のコーディネータ等の派遣・育成に必要な経費
◆架け橋期のカリキュラム開発会議等の開催に必要な経費
◆実践研究、巡回訪問、公開保育・研修等の実施に必要な経費
◆広域連携により本事業を実施する上で必要な経費
（人件費、会議費、諸謝金、旅費、委託費等）

実施主体
都道府県
市区町村

補助率
◆架け橋期のカリキュラムの実施、人材育成：1/2
◆幼児教育アドバイザー活動※：1/3
◆広域連携による実施：1/2

（担当：初等中等教育局幼児教育課）

教育委員会

幼児教育センター 福祉・保健等
担当部局

小学校等

保育所

認定こども園

◆架け橋期のコーディネーターの派遣
◆架け橋期のカリキュラム策定・実施・改善
◆カリキュラムの実践研究、普及・啓発活動

◆幼児教育に関する指導･助言
◆障害のある幼児･外国人幼児受け入れ等の課題を持つ園への支援

◆研修の実施
◆研修教材の作成

「幼保小の架け橋プログラム」の促進

架け橋期のカリキュラムの実施

幼児教育アドバイザー活動

人材育成

幼稚園

※「幼児教育推進体制を活用した地域の幼児教育の質向上強化事業」及び
本事業の実施実績が２年以下の自治体が対象

連携
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４． ３要領・指針の改訂について
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○ 不確実性の高まり（少子化・高齢化、グローバル情勢の混迷、生成AI等デジタル技術の発展等）  
→子供たちは、激しい変化が止まることがない時代を生きる

○ 労働市場の流動性の高まり、マルチステージの人生モデルへの転換
→自らの人生を舵取りする力を身に付けることの重要性

○ 内なるグローバル化やデジタル化の負の側面等による社会の分断の芽への指摘
→多様な他者と、当事者意識を持った対話により問題を発見・解決できる「持続可能な社会の創

り手」を育てる必要性

○ テクノロジーは変化に伴う困難だけでなく多様な個人の思いを具現化するチャンスも生み出す
→生産年齢人口が急減する中、あらゆる資源を総動員し、全ての子供が豊かな可能性を開花でき
 るようにすることが不可欠

○ 現行学習指導要領は、「社会に開かれた教育課程」を理念に掲げ、
「何を学ぶか」だけではなく、「何ができるようになるか」を明確化し、
「どのように学ぶか」の重要性を強調し、「主体的・対話的で深い学
び」の視点からの授業改善を提示

○ コロナによる制約に苦しみながらも、GIGAスクール構想による１人１
台端末環境も活用し、精力的な授業改善が行われてきた

○ 全国学力・学習状況調査やOECDのPISA調査において地域間格
差・学力格差の改善も見られている

→我が国の初等中等教育は、質の高い教師の努力と熱意に支えら
れ、大きな成果を上げ続けている

初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について
（令和６年12月25日中央教育審議会諮問）【概要】

①主体的に学びに向かうことができていない子供の存在

• 学ぶ意義を十分に見いだせず、主体的に学びに向かうことが
できていない子供の増加

• 不登校児童生徒、特別支援教育の対象となる児童生徒や
外国人児童生徒、特定分野に特異な才能のある児童生
徒への支援の充実とともに、多様性を包摂し、可能性を開
花させる教育の実現が喫緊の課題

• これらに向き合うことは、「正解主義」や「同調圧力」への偏り
から脱却するとともに、民主的かつ公正な社会の基盤として
学校を機能させ、分断や格差の拡大を防ぎ、共生社会を実
現する観点からも重要

②学習指導要領の理念や趣旨の浸透は道半ば

• 習得した知識を現実の事象と関連付けて理解する
こと、概念としての知識の習得や深い意味理解をす
ること、自分の考えを持ち、根拠を持って明確に説
明すること、自律的に学ぶ自信がある生徒が少ない
こと、
等に依然として課題

• 子供の社会参画の意識、将来の夢を持つ子供の
割合等についても、改善傾向も見られるものの国際
的に見て低い状況

③デジタル学習基盤の効果的な活用

• デジタル学習基盤(※)は、一人一人のよさを伸
ばし、困難の克服を助ける大きな可能性を秘
めているが、効果的な活用は緒に就いたばかり

• 我が国のデジタル競争力は国際比較でも低位
であり、デジタル人材育成強化は喫緊の課題

• 「デジタルの力でリアルな学びを支える」との基本
的な考えに立ち、バランス感覚を持って、積極
的に取り組む必要

○子供たちが社会で活躍する2040年代を展望するとき、初等中等教育が果た
すべき役割はこれまで以上に大きい

→これまでのよい部分を継承し、課題を乗り越え、高等教育との接続改善や国
 際的な潮流にも配意しながら、新たな時代にふさわしい在り方を構築する必要

○教師の努力と熱意に対して過度な依存はできず、教育課程の実施に伴う
負担への指摘に真摯に向き合う必要性

→令和６年８月の中央教育審議会答申に基づく教員の勤務環境整備と
 整合させつつ、「令和の日本型学校教育」を持続可能な形で継承・発展

顕在化している課題

子供たちを取り巻くこれからの社会の状況

※別途諮問している「多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成を加速するための方策について」に係る検討と連携

（※）GIGA スクール構想による１人１台端末やクラウド
環境等のデジタル学習基盤

現在の学校現場の状況
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○ 生成AIが発展する状況の下、知識の概念としての習得や深い意味理解を促し、学ぶ意味
や社会とのつながりが重要となる中、そうした授業改善に直結する学習指導要領とするた
めの方策（特に、各教科等の中核的な概念等を中心に、目標・内容を一層構造化）

○ 目標・内容の記載に表形式等を活用すること、学校種間・教科等間の関係を俯瞰しやすく
することのほか、デジタル技術を活用した工夫の在り方

○ 重要な理念の関係性の整理（「主体的・対話的で深い学び」、「個別最適な学びと協働
的な学びの一体的な充実」、「学習の基盤となる資質・能力」等）

○ デジタル学習基盤の活用を前提とした、資質・能力をよりよく育成するための各教科等の示
し方

○ 学習改善・授業改善に効果的な評価の観点や頻度、形成的・総括的評価の在り方（特
に、「主体的に学習に取り組む態度」をはじめ観点別学習状況の把握をより豊かな評価に
つなげるための改善）

質の高い、深い学びを実現し、分かりやすく使いやすい
学習指導要領の在り方

ể

主な審議事項

○ 興味・関心や能力・特性に応じて子供が学びを自己調整し、教材や方
法を選択できる学習環境デザインの重要性、デジタル学習基盤を前提
とした新たな時代にふさわしい学びや教師の指導性の在り方

○ 教師に「余白」を生み、教育の質の向上に資する可能性も含めた、子供
たちの可能性が輝く柔軟な教育課程編成の促進の在り方

  （各種特例校制度等を活用しやすくすること、標準授業時数に係る柔軟
性、学習内容の学年区分に係る弾力性、単位授業時間や年間の最
低授業週数の示し方）

○ 高等学校の生徒の多様性に応える柔軟な教育課程の実現のための、
全日制・定時制・通信制を含めた諸制度の改善の在り方

○ 不登校児童生徒や特定分野に特異な才能のある児童生徒など、各学
校が編成する一つの教育課程では対応が難しい子供を包摂するシステ
ムの構築に向けた教育課程上の特例等の在り方

多様な子供たちを包摂する柔軟な教育課程の在り方Ễ

○ 教育課程の実施に伴う過度な負担や負担感が生じにくい在り方（学習
指導要領や解説、教科書、入学者選抜、教師用指導書を含む）

○ 現在以上に増加させないことを前提とした年間の標準総授業時数の在り
方、教育課程の実施に伴う負担に留意した上での、現代的な諸課題を
踏まえた様々な教育の充実の在り方

○ 新たな学びにふさわしい教科書の内容や分量、デジタル教科書の在り方

○ 情報技術など変化の激しい分野において、教師の負担軽減を図りつつ最
新の教育内容を扱うことを可能とするための方策

○ 各学校での柔軟な教育課程編成を促進し、多様な取組の展開に資する、
教育委員会への支援強化、指導主事等の資質・能力の向上の在り方

○ コミュニティ・スクールを含む地域や家庭との連携・協働を促進しつつ、過
度な負担を生じさせずにカリキュラム・マネジメントを実質化する方策

○ 学習指導要領の趣旨・内容について、保護者をはじめ社会全体と共有す
るとともに、学校種を超えて一人一人の教師に浸透を促す方法の在り方

○ 小中高等学校を通じた情報活用能力の抜本的向上を図る方策（生成AI等に関わる
教育内容の充実、情報モラルやメディアリテラシーの育成強化を含む）

○ 質の高い探究的な学びを実現するための「総合的な学習の時間」、「総合的な探究の時
間」の改善の在り方（情報活用能力の育成との一体的な充実等を含む）

○ 高等教育段階でデジタル・理数分野への学部転換等の取組が進む中での、初等中等教
育段階における文理横断・文理融合の観点からの改善の在り方

○ 生成AIの活用を含めた今後の外国語教育の在り方や、手軽に質の高い翻訳も可能とな
る中での外国語を学ぶ意義についての考え方

○ 教育基本法、学校教育法等に加え、こども基本法の趣旨も踏まえた主体的に社会参画
するための教育の改善の在り方

○ 多くの教科・科目の構成の改善が行われた高等学校教育について、 その一層の定着を
図るとともに、職業教育を含めた今後の改善の在り方

○ 特別支援学級や通級指導に係る特別の教育課程、自立活動の充実等を含む、障害の
ある子供の教育的ニーズに応じた特別支援教育の在り方

○ 幼児教育と小学校教育との円滑な接続の改善の在り方、設置者や施設類型を問わず、
幼児教育の質の向上を図る共通的方策

ễ 各教科等やその目標・内容の在り方 教育課程の実施に伴う負担への指摘に真摯に向き合うことを
含む、学習指導要領の趣旨の着実な実現のための方策

Ệ
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教育課程企画特別部会

令 和 ７ 年 ９ 月 2 5 日
中 央 教 育 審 議 会
教育課程企画特別部会

論点整理
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（１）中核的な概念等を活用した一層の構造化・
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（１）検討の前提（児童生徒の実態と現行制度の枠組み） 
（２）義務教育段階（「調整授業時数制度」の創設等）
（３）高等学校段階における教育課程の柔軟化
（４）個別の児童生徒に係る教育課程の編成・実施

の仕組み

第四章 情報活用能力の抜本的向上と
 質の高い探究的な学びの実現
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第六章 豊かな学びに繋がる学習評価の在り方

第七章 その他諮問で提起された事項の在り方

（１）カリキュラム・マネジメントの在り方
（２）高等学校入学者選抜
（３）産業教育
（４）特別支援教育
（５）幼児教育
（６）子供のより主体的な社会参画に関わる教育の改善

第八章 今後の検討スケジュールや検討の在り方等

審議経過

本特別部会においては、令和6年12月の文部科学大臣による諮問を受け、初等中等教育分科会や教育課程部会への報告を交えつ
つ、教育課程の枠組みに関する事項や教科横断的な事項を中心として審議を行ってきた。今般、13回にわたる検討の結果を暫定的に
取りまとめ、今後の本特別部会における更なる検討の深化や各WG等での検討の前提として整理した。

※本論点整理において「学習指導要領」という際、第一章～第二章においては「幼稚園教育要領」を含む
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次期学習指導要領に向けた検討の基盤となる考え方
補足イメージ１－①

主に第5,7章
（授業時数の適正化・平準化、教科書の精選、構造化、裁量的

な時間など様々な方策による教師・子供双方の「余白」の創出、
カリキュラム・マネジメント 等）

（Feasibility）

主に第3,7章
（調整授業時数制度、裁量的な時間、個別の児童生徒に係る

教育課程の仕組み、デジタル学習基盤を活用した学習環境デザ
イン、個別最適な学び・協働的な学び 等）

②

多様な子供たちの「深い学び」を確かなものに多様な子供たちの「深い学び」を確かなものに

～あらゆる方策を活用し、三位一体で具現化～

学びをデザインする高度専門職としての教師

「裁量的な時間」をはじめ柔軟な教育課程による余白

デジタル学習基盤をはじめとする基盤整備

総合的な勤務環境整備

生涯にわたって主体的に学び続け、多様な他者と協働しながら、                                    

自らの人生を舵取りすることができる自らの人生を舵取りすることができる 民主的で持続可能な社会の創り手民主的で持続可能な社会の創り手 をみんなで育む

主に第2,3,4,6章
（生きて働く「確かな知識」の習得、資質・能力育成の具体

化・深化、「好き」を育み「得意」を伸ばす、情報活用能力
の抜本的向上、個別最適な学び・協働的な学び 等）

主体的・対話的で

多様性の包摂多様性の包摂
（Excellence）

①深い学びの実装深い学びの実装
（Equity）

実現可能性の確保実現可能性の確保③
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「裁量的な時間」をはじめ柔軟な教育課程による余白

デジタル学習基盤をはじめとする基盤整備学びをデザインする高度専門職としての教師
総合的な勤務環境整備

総合

課題設定
の充実

小

中

高

「好き」を育み、「得意」を伸ばす × 当事者意識を持って、自分の意見を
形成し、対話と合意ができる

好
き
・
得
意
を
ベ
ー
ス
と
し
た

主
体
的
な
進
路
選
択
の
促
進

特別活動

児童生徒主体のルール
形成や学校生活改善、
行事の創造等の明確化
（みんなが学びやすいルールや環
境の構築を含む）

納得解を形成しようとす
ることの重要性の明文化
（安易な多数決の回避や少数意
見の吟味）

興味・関心が広がる
教材・学習方法の選択を促進

考え、議論する
道徳の徹底
（主体的な判断の
重要性、知・徳・体
の調和のとれた発達
に向けた、道徳的価
値の対立を乗り越え
る必要性や道徳的
実践の強調）

自分の意見を表現する活動の充実

探究的な要素を持つ学習活動の充実

各教科等 道徳

【各教科等での検討イメージ】

（興味・関心）

生きて働く「確かな知識」の習得

※本イメージ図は,自らの人生を舵取りする力と民主的で持続可能な社会の創り手育成という今般の検討の一部を資料化したものであり、学習指導要領の改訂に関わる全ての要素を網羅する性質のものではない

家庭学習の内容を自律的に決めら
れるような段階的指導
(家庭学習はじめ学習習慣の確立を含む)

他者と関わり協同する力の育成

障害や認知特性等
多様な実態を踏まえた調整

（教科等、家庭学習含む）

科学的知見も生かした
効果的な指導計画・授業方法
児童生徒の学習方略の指導

多様な子供を誰一人取り残さない
視点としての個別最適な学びと協
働的な学びの一体的充実

全ての活動の基盤としての
心理的安全性の確保

幼 言葉を用いて思考を深めていく指導

個
人
探
究

グ
ル
ー
プ
探
究

「主体的・対話的で深い学び」の実現を通じた

                               自らの人生を舵取りする力自らの人生を舵取りする力 民主的で持続可能な社会の創り手民主的で持続可能な社会の創り手と 育成（今後の検討イメージ）

補足イメージ１－②
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〇意図的に用意しなければ、幼児の発達に必要な、様々な人やものと直接的・具体的に関わる体験を十分に確保することが困難になって
いる

〇一部の幼児教育施設においては、幼児の興味・関心ではなく、ＳＮＳ等からの偏った情報やそれらに影響を受けた一部の保護者のニー
ズを優先するなどし、幼児の発達にふさわしくない教育活動が行われているとの指摘がある

幼児の遊びや生活に関する現状と課題

１．直接的・具体的な体験の一層の充実

⚫ どの幼児教育施設においても、幼児の自発的な活
動としての遊びを通して資質・能力が育まれるよう、
様々な人やものと直接的・具体的に関わる体験を
一層充実する方向性で検討すべき

２．幼児教育と小学校教育との円滑な接続の推進

⚫ 幼児教育施設と小学校の両者が、相互に共通理
解を図り、各園・校における架け橋期（５歳児か
ら小学校１年生の２年間）のカリキュラムの作成
やスタートカリキュラムの充実等の取組も含め、円
滑な接続を一層推進する方向性で検討すべき

客観的・抽象的な認識や思考が
発達していくことになる

小学校以降の生活や学習の基盤となる

【具体的な方策】
・子供の資質・能力を育む学びの連続性を明確にするため、幼稚園教育要領等においても、学習指導要領との連続性を表形式やデジ
タルを活用して示していくべき

・子供それぞれの興味・関心や一人一人の個性に応じた多様で質の高い学びを引き出す観点から、幼児教育の「環境を通して行う教育」
と小学校以降の授業改善の取組について相互理解が図られるよう、幼小中高の指導方法の趣旨の一貫性を明確にすべき

幼児教育における遊びの中での
直接的・具体的な体験を通した学び

知識及び技能
の基礎

思考力、判断力、
表現力等の基礎

学びに向かう力、
人間性等

学びを方向付ける
人間性

学びの
主体的な調整

初発の思考や行動を
起こす力・好奇心

他者との
対話や協働

一体的に育成

※補足イメージ７－⑦参照

※幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針の改訂等に向けて、こども家庭庁と緊密に連携しながら一体的に検討を進めていく

考えられる方向性と論点①（幼稚園教育要領等関係）
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例えば、
⚫ 走る、飛び跳ねる、這う、転がる、背伸びをする、階段を上り下りする、・・・
⚫ 鉄棒にぶら下がる、ブランコに乗る、滑り台を滑る、・・・
⚫ 先生に挨拶をする、友達とおしゃべりをする、友達の真似をする、・・・
⚫ 紙をちぎる、紙を丸める、テープで貼る、色を塗る、絵を描く・・・
⚫ 植物に水やりをする、虫を捕まえる、生き物に餌やりをする、・・・
⚫ 絵本・図鑑を読む、記号や形を書く、名前を書く、・・・
⚫ 数を数える、みんなで同じ数ずつ分け合う、⻑さを比べる・・・
⚫ 箱をたたいて音を出す、歌を歌う、音楽に合わせて踊る、・・・ など

幼児は、自ら心身を用いて環境に関わる
体験をしている

身体の諸感覚を働かせ、多様な体験
 を行うことが重要

※環境：用具、素材、絵本や図鑑、
机や棚、園庭、砂場、
遊具、動植物、情報機器、
教師、他の園児 など

幼児の自発的な活動としての遊びを通した学びが、小学校以降の生活や学習の基盤となることのイメージ

幼児は、体験を積み重ねたり
関連付けたりすることを通じて、
気付いたり考えたりしている

例えば、
⚫ 遊びの中で、リボンの⻑さを比べたり、運んでいるバケツの水の重さを比べ

たり、泥団子の大きさを比べたりするなどした体験の積み重ねから、芋掘り
の際に、誰の芋が一番か比べようとして、様々な尺度の一番（⻑い芋、
重い芋、大きい芋）があることに気付く

⚫ 遠足で木立の間を散策している時に、みんなで読んだ絵本の中の「こもれ
び」という言葉を思い出し、木の下から空を見上げながら、「これ、『こもれ

び』だね」と気付き、友達と伝え合う
など

幼児は、これまでの
体験を生かして試行
錯誤しながら、探究
を行っている

例えば、
⚫ 冬に容器に入れた水が凍ることに気付き、厚い氷を作ろうと競争

する中で、なぜある場所に置くと厚い氷ができるのだろうかと疑問
が生まれ、様々な場所に容器を置いて比べたり、水に葉っぱを入
れたらどうなるかなど、予想を立てたり確かめたりする。

⚫ ソラマメを育てようと、図鑑で調べたり近隣の農家の方に教えても
らったりしながら、水やりをしたり害虫予防をしたりするなどの世話
をして、成⻑を喜び収穫して皆で味わう など

小
学
校
以
降
の
生
活
や
学
習
に
必
要
な
多
様
な
体
験
で
あ
る
と
と
も
に
、

教
科
等
の
学
び
・
探
究
の
プ
ロ
セ
ス
の
原
体
験
に
な
る

幼児は、興味や関心をもったものに対して自分から関わろうとする
この自らの興味や関心から発した直接的で具体的な体験から、幼児は、幼児なりのやり方で、自分の生きる世界について学び、様々な力を獲得していく
幼児が、遊びを通じて学ぶことの楽しさを知り、積極的に物事に関わろうとする気持ちをもつようになる過程こそ、小学校以降の学習意欲へとつながっている
幼児期に多様な体験をし、様々なことに興味や関心を広げ、それら に自ら関わろうとする気持ちをもつことが重要

【
教
師
の
関
わ
り
】

例
え
ば
、

◆
遊
具
や
用
具
、
素
材
、
絵
本
・
図
鑑
、
情
報
機
器
な
ど
を
、
教
育
的
意
図

の
基
に
配
置
し
、
環
境
を
構
成
す
る

◆
モ
デ
ル
と
し
て
環
境
に
関
わ
る
姿
を
見
せ
る

◆
肯
定
し
た
り
、
問
い
か
け
た
り
、
振
り
返
り
を
促
し
た
り
、
共
に
喜
ん
だ
り
す
る
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３．地方自治体における支援体制の充実・強化

⚫ 全ての幼児教育施設において、直接的・具体的な体験が一層充実され、幼児
教育の質の向上や小学校教育との円滑な接続が図られることが重要である。こ
のため、設置者や施設類型を問わず全ての幼児教育施設を支える、都道府県
教育委員会を始めとする各地域の体制づくりの推進に向けて、幼児教育センタ
ーの全都道府県への設置を目指していくべき
➢ 幼児教育センター設置・活用
➢ 幼児教育アドバイザー及び架け橋期コーディネーター等の育成・配置、幼児

教育施設・小学校等への指導・助言・援助
➢ 幼児教育及び幼保小接続に関する研修の実施
➢ 教育委員会が有する学校教育の専門的知見を生かしながら、幼児教育段

階から高校教育段階までの教育の一貫性・連続性を踏まえた施策の展開
など

（令和７年４月現在）

具体的な方向性と論点② （幼児教育の質の向上・幼保小の円滑な接続を支える体制づくり関係）
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５． 幼稚園教諭等の養成・採用・研修
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幼稚園教諭等の今後の養成・採用・研修の在り方について 議論のまとめ
【概要】（令和８年５月 幼児教育作業部会）

・幼稚園の数が減少する一方で、認定こども園の数が増加するなど、幼児教育施設において多様な設置者と施設類型が存在。
・少子化、情報化等により幼児の発達に必要な直接的・具体的体験の十分な確保が課題となる中、幼児教育施設における体験機会が重要。
・小学校教育との接続の実践において、幼児教育施設と小学校の間での教職員による協議や交流時間の確保、共通理解が依然不十分である。半数以
上の園・校において、接続を見通した教育課程の編成・実施は行われていない。

・こども誰でも通園制度が令和８年度から全国で本格開始するなど、０～２歳児を受け入れる幼稚園も増加。幼稚園に対するニーズが多様化しており、こ
ども家庭庁や自治体の子育て関係部局等と連携した対応が必要。

・障害のある幼児や外国にルーツのある幼児など、一人一人への理解を深めた上で家庭や専門機関との連携も必要になるなど新たな状況。

１．幼稚園教諭等を取り巻く現状と主な課題

総論

養成

採用

研修

・幼稚園教諭は、短期大学出身者（二種免許状）の割合が高いが、近年の新規免許状取得者は四年制大学出身者（一種免許状）の割合が増加。
免許取得者数は、近年、減少傾向にあり、担い手の減少・不足が懸念。養成校の少ない地域での実習機会が得られにくいこと、当該地域での採用者数
の減少が懸念。

・幼稚園教諭における保育士資格の併有者は９割近い一方で、小学校免許状の併有者は２割程度。
・養成課程において、一定割合の学生が実習中に幼稚園教諭としての就職希望度が下がっている。また、実習までに体験活動を含む幼稚園等での実践の
機会に乏しく、幼児に関わる経験が少ないとの指摘もある。養成課程全体を通じて、教職の魅力を理解しつつ実践力を高めるための改善や工夫が必要。

・幼稚園教諭や保育士は他職種の平均に比べて有効求人倍率が極めて高く、人材不足が深刻な状況。
・学生が免許状を取得しても幼稚園等に就職しない学生も一定割合いる。また、採用活動において得難かった情報として、職場の雰囲気や若手の仕事内容
などが挙げられており、就職活動までに職場の様子がイメージできないこと等がうかがえる。

・幼稚園は他校種に比べて早期離職者（30歳未満）の割合が高い。離職理由は様々であるが、結婚や出産を機に離職している者の割合が高い可能性。
他方で、結婚や出産以後も継続して働きたい者や再就職したい者の割合は高い。

・幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領において教育内容に関する整合性が図られたこともあり、設置者や設置形
態を越えて研修を担う機関として幼児教育センターの設置促進等が進められてきたが、地域ごとに幼児教育センターの設置状況や取組の差は大きい。

・園内研修の実施に当たっては、多くの幼児教育施設が研修時間の確保が課題と捉えている。 58



⚫ 教員免許状全体に関する教職課程WGの中間まとめを踏まえ、養成段階で幼稚園教諭として学ぶ内容を再構造化し、「学び続ける教師としての基
礎能力」を着実に育む。今日的課題に対応するため、個人の関心等に応じた強み専門性を持たせ、小学校教諭や保育士等の免許・資格の併有も
促進。また、意欲を維持・向上させつつ円滑に採用につなげる工夫や、復職のルートも確保して人材不足に対応。さらに、研修内容の充実やアクセス
性の向上等も図り、入職後も強みや専門性を更に向上。

⚫ これらを同時かつ強力に推進するため、国は、以下の養成（前）から採用・研修に至るまで関係者・関係機関（自治体・養成校・関係団体・幼児教
育施設）が連携した取組を推進するべき。

ṕ Ṗ

担い手の裾野拡大 教職課程の再構造化 養成校と連携した取組や
多様な採用ルートの推進

施設類型を超えて各教師等
の強み専門性を更に伸ばす

✓ 自治体や養成校・関係
団体、幼稚園等が連携し
中高生への出前授業や
模擬授業等を実施

✓ 職の魅力向上に向けた
取組の普及啓発

✓ 幼児教育の基本となる事項を再構造化
し、必要となる新たな内容を追加。

✓ 「幼児教育の基本」等を新たに位置付
けるなど、関連事項を充実・体系化

✓ 強み専門性の学修の促進。小学校教
諭、保育士等の免許・資格の併有促進
。

✓ 小学校教育との接続を重視し、保育士
養成課程の内容との整合性を向上を推
進。

✓ 学校体験活動を含む実習の在り方の
具体化、関係機関による円滑な実習等
に関する実施に向けた指針の策定

✓ 主な強み専門性；基礎能力を深化させ
る特定の専門性や、小学校教育との接続
に係る事項、乳児保育や他の免許・資格
取得科目の一部が考えられる

✓ 幼児教育センターが国立大学等
の関係団体とネットワークを形成し
、研修支援を推進。

✓ 国・地方自治体は幼児教育センタ
ー、幼児教育アドバイザー、架け橋
期コーディネーター等の体制整備を
一層推進し、幼児教育施設の研修
・訪問支援等を充実・促進

✓ 強み専門性を伸ばす研修、学校
教育との接続に関する研修、マネジ
メント研修等の充実

✓ 研修形態、内容など資質能力に
適した研修の在り方の検討。研修
動画にアクセスしやすい仕組み等の
検討

職の魅力を発
信・向上し、
養成校への進
学につなげる

「学び続ける教師としての基礎能力」
や様々な強み専門性を修得

円滑な採用、離職者の
減少、復職者の増加

研修機会の拡大と教職
員の資質能力の向上

✓ 自治体と養成校、幼稚園団体等が

連携し、地域ごとに域内の人材の養

成や人材確保等のための協議会（

コンソーシアム）を構築

✓ インターンシップやボランティアなど養

成課程の学生の理解や意欲の向上

を図りつつ、採用にもつなげる

✓ 関係機関とも連携し、離職の防止

や離職者への研修等復職支援を推

進

✓ ICT等を活用した業務効率化・園

務改善と働き方改革の推進。併せ

て、ICT環境整備への一層の支援。

２．今後の養成・採用・研修の方向性

各段階の具体的な方策
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○事項の考え方

＜「学び続ける教師としての基礎能力」を養成する基本的な考え方＞

・幼児教育の実践にあたり基本となる事項を再構造化し、必要となる新たな内容を追加する。また、内容の精選を図るものの強み専門性の枠組みを別途設け
る。

・「幼児教育の基本と指導等に関する科目」を設け、その中で「幼児教育の基本」を新たに位置付ける。「幼児理解の理論及び方法」等は０歳からを対象と
し、養成課程全体で重視する。「教育における多様性の包摂」を学修することも重視する。

・教職課程全体を通じて体験的、実践的に学修する要素、協働性の要素を織り込む。
・課題を共有し、支え合う「チームとしての学校」の機能を高める観点から、学生が身に付けたい強み専門性の学修、小学校教諭や保育士等の免許・資格の
併有を促進する。

＜小学校教育との接続の重要性＞

・「幼児教育の基本」を学修する際、小学校教育との接続も含めることを明確に位置付ける。
・「教育課程の意義及び編成の方法」において、校種間の接続の観点を明確に位置づける。

※小学校教諭の教職課程や保育士養成課程においてもその趣旨や内容が盛り込まれることを期待。

＜保育士養成課程との連携＞
・保育士養成課程における修得内容との整合性の向上を推進する。
・学校教育法第24条に定める幼稚園における幼児期の教育支援の機能に鑑み家庭・地域（福祉等の関係機関含む）との連携・支援について事項を新た
に位置付ける。

・幼稚園における０～２歳児受入れ機会の拡大に伴い、乳幼児の安全や健康の確保等に関する内容を充実する。

＜教育実習（学校体験活動を含む）等について＞

・保育士養成課程も履修する学生の実態も踏まえつつ、養成段階の前半からの「学校体験活動」の充当や小学校での体験活動など更なる具体的検討を行
う。理論と実践の往還型の実習を重視する。養成課程以外の体験として、ボランティア等の取組も推進する。

・自治体・養成校・幼稚園等が連携した円滑な実習等の実施に向けた指針を策定する。

＜その他の事項（免許法施行規則集第66条の６の考え方を含む）＞
・体育については、幼稚園教諭の特色に鑑み、事項に位置付けない。
・外国語コミュニケーションについては、全ての幼稚園教諭に必要かという観点、強み専門性の枠組みを別途設けることから、事項に位置付けない。

※外国人の幼児等が増加していることなどを踏まえ、別途、「教育における多様性の包摂」の事項を追加・重視する。

○単位数の考え方

  ・小学校以上の教職課程の事項、また保育士養成課程における教科目との関係性を整理しながら、各事項や単位数をさらに精査する。
 ※学生が保育士養成課程と併せて履修する際の負担等への配慮が必要。

℗ ᶸ
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教科及び教職
に関する科目

各科目に含めることが必要な事項
一
種
免

二
種
免

領域及び保育
内容の指導法
に関する科目

領域に関する専門的事項

16 12保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含
む。）

教育の基礎的
理解に関する
科目

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想

10 6

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校
運営への対応を含む。）

教育に関する社会的、制度的又は経営的事項（学校
と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対す
る理解 １単位

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ
ネジメントを含む。）

道徳、総合的
な学習の時間
等の指導法及
び生徒指導、
教育相談等に
関する科目

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含
む。）

4 4幼児理解の理論及び方法

教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を
含む。）の理論及び方法

教育実践に関
する科目

教育実習（学校体験活動を含む 上限２単位） 5 5

教職実践演習 2 2

大学が独自に設定する科目 14 2

計 51 31

※上記に加え、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、養護教諭、栄養教諭は免許法施
行規則第６６条の６に定める科目「日本国憲法」「体育」「外国語コミュニケーショ
ン」「数理、データ活用及び人工知能に関する科目又は情報機器の操作」各２単位の
修得が必要
※小学校、中学校は「介護等体験」が必要

教科及び教職に
関する科目

各科目に含めることが必要な事項
単
位
数

幼児教育の基本
と指導等に関す
る科目

• 幼児教育の基本（小学校教育との接続を含
む。）

• 保育の内容と方法及び技術
• 各領域に関する専門的事項
• 教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラ

ム・マネジメント及び校種間の接続を含む。）

12

教育及び幼児、
児童又は生徒の
理解に関する科
目

• 教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
• 教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム

学校運営への対応を含む。）
• 教師としての適応力・回復力・自己管理能力の

育成
• 教育に関する社会的、制度的及び経営的事項

（教育法規を含む。）
• 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過

程
• 特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に

対する理解 ２単位
• 教育における多様性の包摂
• 幼児理解の理論及び方法
• 家庭・地域との連携・支援、教育相談（カウン

セリングに関する基礎的な知識を含む。）
• 教育データの活用及び人工知能

12

教育実習 教育実習（学校体験活動を含む 上限２単位） 5

教職実践演習 教職実践演習 2

計 31

＜幼稚園＞現行

※引き続き、保育士養成課程等検討会における議論も踏まえつつ、保育士養成課程に
おける修得内容との整合性の向上を推進する。また、教育実習と保育実習のそれぞれ
の内容や関係についても検討する。

℗ ᶸ

※原則として四年制の大学においては、強み専門性に係る内容
（20単位～）を学修し、合計で51単位
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保育内容の指導法（情報機器及
び教材の活用を含む。）

領域に関する専門的事項

教育の方法及び技術
（情報機器及び教材の活用含む）

教育課程の意義及び編成の方法
（カリキュラム・マネジメントを含む）

幼児教育の基本（小学校教育との接続を含む。）

保育の内容と方法及び技術

各領域に関する専門的事項

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ
ネジメント及び校種間の接続を含む）

֓ Ḣ ᾚ ֺ ד ⱳ ˗

・環境を通して行う教育や、遊びを通しての総合的な指導、幼児一人一人の発達の特性に応じ
た指導など、幼児期の特性を踏まえて行われる幼児教育の基本について学修する。

・併せて、幼児教育において育みたい資質・能力等について学修するとともに、それらを踏まえて小
学校教育との接続についても学修する。

・５領域のねらい及び内容と、それに基づく指導の方法及び技術を、一体として学修する。
・５領域のねらい及び内容については、各領域の全体を包括する総論も学修する。
・現行の学修内容に含まれていた教材及び情報機器の活用については、教材や情報機器の特徴
のほか、直接的・具体的な体験を重視する幼児教育における留意点を十分に踏まえた活用法も
含め、本事項において学修する。

・現行と同様に、幼稚園教諭免許状の観点では、教育課程の編成・実施・改善や幼児理
解に基づく指導計画の作成と評価についての学修を含む。

・現行での学修に加えて、「校種間の接続」について、幼稚園教諭免許状及び小学校教諭
免許状の観点では、小学校教育との円滑な接続のため、接続期の教育課程の編成の重
要性についての理解を充実する。

・併せて、上記について、幼稚園・認定こども園・保育所・小学校における合同研修の実施の
意義や、幼稚園教諭・保育教諭・保育士・小学校教諭の交流、また園児・児童の交流の
意義への理解も充実する。

現行 改正案

幼特有

幼特有

幼特有

幼特有

幼特有

幼・小・中・高等

幼・小・中・高等

・各領域の指導に関して、より専門的に学修する。
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○「強み専門性に係る内容（20単位程度）」の考え方

✓様々な今日的課題に対応するとともに学生が自らの関心等に応じて様々な強み専
門性をもつことができる枠組みについては、四年制大学では原則として取り入れることと
しつつ、短期大学は任意とすることが適当である。

✓幼稚園教諭として日々、幼児理解に基づき環境を通して行う教育を実践する力を高
めていく観点から、基礎免許状の科目や事項を深める学修を強み専門性として位置
付けるべき。

○主な強み専門性（例）
⇒幼児教育に関する理論や歴史、制度など基礎能力を深化させる幼児教育の
特定の専門性、小学校教育に係る事項、乳児保育等

○その他の分野（例）
⇒特別支援、栄養教諭、中高の理科・音楽科・美術科・家庭科等

公認心理師、社会福祉士、登録日本語教員等の資格取得科目の一部

※ 引き続きワーキンググループにおいて議論されることから、養成校の実態も念頭にした検討を期待。

※ 小学校教諭や保育士の養成課程をもたない学科等がこれらの強み専門性に資する養成課程を
整備しやすくする観点や、一般の学部学科（開放制）が幼稚園教諭の養成課程を整備しやす
くする観点から、他学部や大学間の連携などに取り組みやすい仕組みとし、それらを周知していくこ
とも期待。

○その他

＜幼小の免許併有の更なる促進に向けて等＞
・隣接校種免許状の取得促進に向けた制度の在り方の検討が必要である。
・免許状上進の仕組みについても更なる検討が必要である。

<幼保の免許・資格併有について>
・併有特例制度の期限（～11年度末）までに免許を取得できるよう、周知して
いくことが重要である。

ᶆ ᶠᶪ
֩ Ⱨ ֪

ᶞ

幼
保

幼 保

ᶞ

例）基礎能力を深化させる幼
児教育の特定の専門性等
（20単位程度） ※任意

四年制大学(例)

短期大学(例）

小 幼

ă ᶍⱦᶍ ᵬᵴᶎᴲᵼᶫᵽᶫ ᴴ ᶊ ᶉ ∞ ᶱ ᵸᴳ

℗ ᶸ

幼 保

例）基礎能力を深化させる幼
児教育の特定の専門性等
（20単位程度）
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幼稚園教諭等の今後の養成・採用・研修を支える体制について

養成→採用
採用

（特に復職）
ḱֿכḱ

ḱֿכḱ

ḱ כֿ ḱ

連携

受入れの
調整など

調整

調整・実習前から多様な学
校体験活動

・実習の在り方の見直し
・合同での採用 等

⚫ 養成段階での学修を確かなものにすることに加え、関係団体がコンソーシアム等を
形成し、域内の人材育成・採用についての施策に連携して対応。

⚫ 例えば、地域ごとに、以下について実施体制やガイドラインの策定を含めて検討。
・学校体験活動の充実（インターンシップやボランティアを含む）
・実習の見直し（質の改善や負担軽減のためのガイドラインの策定等）
・複数園、または地域が広域的に連携した合同採用の実施

ḱֿכḱ

ḱֿכḱ

情報
提供

公的な人材プー
ルを共有

仲介・あっせん・相談等

ḱ כֿ ḱ

⚫ 大学や自治体、幼稚園・保育団体等が連携して求職者や免許状保有
者等を公的な「人材バンク」に登録。求職者の情報を共有。

⚫ 市町村等にコーディネーターを配置し、求職者や園の個々のニーズに合
うよう、相談支援等を通じて幼稚園教諭等への復職を円滑に支援。

求職者（免許を
保有する卒業生
や離職者等）

ṕ ṇ Ṗ

ḱ כֿ ḱ

ḱֿכḱ

連携
研修に係る知
見や講座を、そ
のツール（デジ
タル）含めて連
携・共有

⚫ 自治体に設置する幼児教育センターを中心に、小学
校教育との接続等の、幼児教育に必要な資質能力
の向上や強みを伸ばすための研修や訪問支援を、設
置者や施設類型（国公私立幼稚園、認定こども園
、保育所）を問わず対象にして実施。

⚫ 研修実施者毎に人材育成指標や研修計画を作成・
提示するなど研修の体系化が重要。

⚫ 大学における専門的な知見や人材、関係団体等が
開発している研修内容などのリソースとも連携や共
有を図り、内容に応じてデジタルツールを含めて効果的
に実施、研修のアクセス性を向上。

ṕ ṇ Ṗ

研修

コンソーシアム

附属園

園内研修、合同研修の
充実

コーディネーター
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ご清聴ありがとうございました。
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